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○松山市里島
り と う

定住促進施設条例施行規則 

平成２７年１０月１日 

規則第６９号 

改正 平成２９年２月２１日規則第７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，松山市里島
り と う

定住促進施設条例（平成２７年条例第５号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（使用許可の申請） 

第２条 条例第３条第１項の規定により松山市里島定住促進施設（以下「施設」という。）

の使用の許可を受けようとする者は，松山市里島定住促進施設使用許可申請書（第１号

様式）に住民票その他市長が必要と認める書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（許可申請の受付等） 

第３条 市長は，募集期間を定めて前条の許可申請書を受け付けるものとする。ただし，

市長が特別の理由があると認めるときは，この限りでない。 

２ 市長は，前項の規定により募集期間を定めて許可申請書を受け付けるときは，あらか

じめ募集に係る施設の区分及び数，使用料，募集期間，選考方法その他必要な事項を適

当な方法により公表するものとする。 

３ 市長は，前条の許可申請書の提出があったときは，前項の選考方法等によりその内容

を審査し，許可の可否を決定するものとする。 

（使用の許可） 

第４条 市長は，前条第３項の規定により許可をしたときは，松山市里島定住促進施設使

用許可書（第２号様式）を申請者に交付する。 

（使用許可の変更等） 

第５条 施設の使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は，許可された事項を

変更しようとするときは，速やかに松山市里島定住促進施設使用変更許可申請書（第３

号様式）に前条の使用許可書を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の変更を許可したときは，松山市里島定住促進施設使用変更許可書（第

４号様式）を申請者に交付する。 

３ 使用者は，使用期間内に施設の使用を中止しようとするときは，当該中止の日の１月

前までに，松山市里島定住促進施設使用中止届（第５号様式）に前条の使用許可書を添
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えて市長に提出しなければならない。ただし，市長が特別の理由があると認めたときは，

この限りでない。 

（遵守事項） 

第６条 施設の使用者は，条例に定めるもののほか，次の事項を遵守しなければならない。 

(1) 施設，附属設備又は備付け器具の原状を変更しないこと。 

(2) 周辺の環境を乱し，又は他に迷惑を及ぼす行為をしないこと。 

(3) 危険物を持ち込まないこと。 

(4) 火気の使用には厳重に注意すること。 

(5) 施設を不潔にし，又は騒音を発しないこと。 

(6) 前各号に掲げるもののほか，市長の指示事項に従うこと。 

２ 興居島体験滞在型交流施設の使用者は，前項各号に掲げるもののほか，次の事項を遵

守しなければならない。 

(1) １月に４泊以上かつ８日以上使用すること。 

(2) 使用者と地域住民が交流するための行事に参加すること。 

（使用料納付の特例） 

第７条 市長は，使用者から申出があったときは，条例第８条第２項ただし書の規定に基

づき，使用料を使用開始と同時に１箇月分を前納し，その後１箇月を経過するまでの間

に次の１箇月分を前納することを認めることができる。 

（使用料の減免） 

第８条 条例第９条の規定により使用料の減免を受けようとする者は，松山市里島定住促

進施設使用料減免申請書（第６号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による申請に基づき使用料の減免を決定したときは，松山市里島

定住促進施設使用料減免決定書（第７号様式）を申請者に交付する。 

（特別の設備の設置等） 

第９条 使用者は，特別の設備又は備付け以外の器具を設置し，又は搬入しようとすると

きは，第２条の申請書に当該設備等の設計書，仕様書その他市長が必要と認める書類を

添えて提出しなければならない。 

２ 前項の規定により特別の設備又は備付け以外の器具を設置し，又は搬入しようとする

ときは，施設の職員の指示を受けなければならない。 

３ 第１項の規定による特別の設備又は備付け以外の器具の設置又は搬入に必要な費用は，
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全て使用者の負担とする。 

（施設損傷等の届出） 

第１０条 使用者は，施設（附属設備，備品等を含む。）を損傷し，又は滅失したときは，

松山市里島定住促進施設損傷滅失届（第８号様式）により，その旨を市長に届け出なけ

ればならない。使用者の使用場所に入場した者が損傷し，又は滅失したときも同様とす

る。 

（使用後の点検） 

第１１条 使用者は，条例第１２条の規定により使用した施設を原状に復したときは，施

設の職員の点検を受けなければならない。 

（委任） 

第１２条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２７年１２月１日から施行する。 

（松山市財務会計規則の一部改正） 

２ 松山市財務会計規則（昭和３９年規則第１１号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

付 則（平成２９年２月２１日規則第７号） 

この規則は，平成２９年４月１日から施行する。 
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第１号様式（第２条関係） 

第２号様式（第４条関係） 

第３号様式（第５条関係） 

第４号様式（第５条関係） 

第５号様式（第５条関係） 

第６号様式（第８条関係） 

第７号様式（第８条関係） 

第８号様式（第１０条関係） 

 


